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はじめに

発展途上国の諸都市には，露天商，行商，廃

品回収，小雑貨生産，修理業などの“事業”に

従事している多数0)人々がいる。彼らの大多数

は，近代的な産業部門には属さず，個人で独立

して“事業＂を営んだり，家族経営などの小規

模事業家であったり，そこでの就業者であった

りする。これらの人々は．しばしば，近代的な

“都市フォーマルセクター”の残余としての

“都市インフォーマルセクター”に属する人々

と考えられる。インフォーマルセクター(})“事

業”の一般的特徴をあげると，低い参入障堅．

現地資源の利用，小規模（家族）経営．労働集

約的な低い技術水準，就業者の公的教育期間

が短い．公的規制が及ばないなどがあげられ

る（注 l)。都市インフォーマルセクターで就業し

ている人々は，一般に，公式統計では正確に把

握されておらず．また，低貨金あるいは不完全

就業の状態にあると考えられてきた。よって．

『アジア経済』 XXXIX-6(1998. 6) 

従来の経済発展理論のモデルでは，しばしば，

明示的にまたは暗黙に，彼らは失業者と等しく

取り扱われてきたほ 2)。しかしながら，この都

市インフォーマルセクターは今なお多くの発展

途上国において拡大を続けていることから，都

市失業間題と関連して，依然大きな関心を集め

ている。

都市失業問題に対する伝統的アプローチとし

ては，ハリス＝トタロモデルが有名である（注3)0

しかしながら，ハリス＝トダロモデルにおいて

は，都市にはフォーマルセクターの雇用労働者

と失業者しかいないと考えられており，ィンフ

ォーマルセクター内部の特徴，特にインフォ

マルセクターでの事業家の活動は明ホ的に捉え

られていない。これに対して近年，ィンフォー

マルセクター内部のミクロレベルの実地調査も

行われるようになり，ィンフォーマルセクター

の多くの事業家たちは，生仔レベルの所得やフ

ォーマルセクターの法定賃金よりもかなり高い

所得を得ていることが明らかになってきた（注 4)。

そこで本論文では， まずハリス＝トタロモテ

ルに，このインフォーマルセクター内の高所得

事業家の｛子在を新たに導人することで，都市イ

ンフォーマルセクターの持続的拡大を説明する。

本論文のモデルは，基本的には，ハリス＝ト

ダロモテルに従って農村部と都市部からなるか．
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都市部門は，フォーマルセクターとインフォー

マルセクターからなっていると考える。ハリス

＝トダロモデルと本質的に異なる点は，都市部

にインフォーマルセクターの高所得事業家の存

在を仮定し，農村労慟者が都市の期待所得を計

算するときに，ただフォーマルセクターの最低

賃金とその就業確率だけを考慮するのではなく，

ある確率で都市部インフォーマルセクターの高

所得事業家になる可能性があることを考慮する

点であるほ 5)。

モデル分析の結果，明らかになったことは以

下のとおりである。ハリス＝トダロモデルでは，

都巾フォーマルセクターの賃金（贔低貨金）が

長期に一定であるような経済においては，資本

蓄積は，必ず都市インフォーマルセクター率

を減少させるという結論に至るぽ6）。これは，

1960~90年のフィリピンやタイのように，都市

フォーマルセクターの賃金が長い間増加しない

にもかかわらず，都市インフォーマルセクタ

の拡大が続いた現実を説明することができな

ぃ⑲ 7)。これに対して，本論文のモテルによっ

て，最低貨金が長期に一定であるような経済に

おいても，都市の公共資本の蓄積によって，都

巾インフォーマルセクターの高所得＇科業家の化

産性が t昇し， これによって，都市ての期待所

得がt昇し，結果として，都市インフォーマル

セクターの割合が拡大する可能性のあることが

ぷされた。

さらに，フィリピンのセンサスデータを用い

て，以下の 2点を確かめることかできた。第 1

は，都巾インフォーマルセクターの高所得事業

家の所得は，実際に都rn最低賃金の約 5倍であ

った。第 2は，農村都市間労慟移動において，

都市インフォーマルセクターの隊所得事業家の

叫

所得は直要な説明変数であり，労働移動の意思

決定の際に，都市インフォーマルセクターの高

所得事業家になる可能性を考慮した労働移動が

生じていることを確かめた。

以下，第 I節では都市インフォーマルセクタ

ーの高所得事業家になる可能性を考慮したモテ

ルを提示する。第II節では，そのモデルを用い

て，長期的に最低賃金か一定であるような経済

であっても，都市インフォーマルセクターの拡

大の可能性があることをホす。第III節では，フ

ィリピンのセンサスデータを用いて，都市イン

フォーマルセクターの高所得事業家を考慮した

労慟移動が実際におこっていることを実証的に

確かめる。そして，第N節では，本研究のまと

めおよひ今後の展望として，発展途上国の経済

発展にとって，インフォーマルセクターの役割

の研究が直要であることに若十言及したい。

(it 1) S. V. Sethuraman ed.. The Urban In/or-

加 lSector in Developing Countガes(Geneva: Inter-

national Labor Office, 1981). 

（注 2) 例えば， :.V1. P. Todaro, "A :.V1odel of 

Labor Migration and Urban Unemployment in 

Less Developed Countries," Amen'can Economi, 

Re1・ieuしい）］． 59,no. 1, March 1969, pp. 138-148/ 

J. R.. Harris and :¥-1. P. Todar(）、 “Migration,Unem-

ployment and Development: A Two-Sect(Jr Anal-

ysis," American Economic R抑 iew,vol. 60, no. 1, 

March 1970, pp. 126142/J. E. Stiglitz, "Altema-

tive Theories of Wage Determination and Unem・

ployment in LDC's: The Labor Turnover lvlodel,'' 

Qzmr/erly Journal of Economics, vol. 88, no. 2, May 

1974, pp. 194 227/W. M. Cordon and R. Findlay, 

"Urban Unemployment. Intersectoral Capital 

:V1obility and Development Policy,''Econornica, 

vol. 42, no. 165, February 1975, pp. 59-78/M. P 

Todaro. Economic Development, 5th ed. (New 

York: Longman, 1994), pp. 265 269なと。

（注 3) このモテルは， Todaro, "A Model of 
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Labor...＂および Harrisand Todaro, "Migration. 

Unemployment.・．＂によって提示された c

（注 4) Sethuraman ed.. The Urban lnfonnal 

．．．参照。

（注 5) 最近の実地調査に基づいた研究において

は，多くの農村労慟者は，はじめから都市インフォ

ーマルセクターだけを目指して都市への労働移動を

行っているという指摘さえなされている (W.E. Cole 

and R. D. Sanders, "Internal Migration andじrban

Employment in the Third World,''Amen・can Ee/）・

nomic Review, vol. 75, no. 3. June 1985, pp. 481-494 

／中西徹『スラムの経済学ーフィリピンにおける

都市インフォーマル部門・』束東大学出版会 1991

年／中込正樹「発展途上地域の近代部門と伝統部門

1995年理論・計罷経済学会大会発表論文なと参照。

なお、第III節注 9参照）。

（注 6) Cordon and Findlay, "Urbanじnemploy-

ment... "は， もと 0)Iヽリス＝トダロモテルに対し

て，開放経済，小国の仮定を附き，均衡状態0)比軟

静学を行うことによって，資本蓄積の影響を分析し，

この結論を得ている。 また， Stiglitz, "Alternative 

Theories of...＂も比較静学により同様の結果を得

ている。

（注 7) 渡辺利夫『開発経済学； II本評論社 1986 

年 155ペーシによると，フィリヒンとタイの袈造業

実質賃金について， 1962年を100とすると80年におい

ては，それぞれ約80と約90である c それにもかかわ

らず、例えば，フィリピンにおいて，都巾部労働者

に占めるインフォーマルセクター労｛動者数は， 1976

年では35%,92年ては52%と推定され (Department

of Labor and Employment)．拡大し続けてし，ること

がわかる c

なお，この現象については， これまでもしぶくつか

の説明がなされてきた。例え（ふ開発経済学の教科

苔的説明としては，多く 0)発展途 1•国において都巾

部製造業部門は，資本蓄積において労働節約的生産

技術を採択し，このため増加する都巾人口に対して

屑用吸収力が小さかったことがよくいわれる。また

別な説明として，実際には経済はハリスートタロモ

デルでホされる労働移動の均衡状態には達しておら

ず，均衡状態に至る過程での農村から都市への労働

流入が続き，都巾部インフォーマルセクターの拡｝、

が生じていると考えることもてきる 3 しかし，実際

に経済がどのくらいの期間で労働移動の均衡状態に

達するかについては，議論のあるところで， Coleand 

Sanders, "Internal ~1igration. コ，’'は，労働移動の

均衡まで50年以上かかるとし，これに対して M.P.

Todaro, "Internal Migration and Urban Employ-

ment in the Third World: Comment," American 

Eumon虚 Review,vol. 76, no. 3, June 1986, pp. 566~ 

569は反論して， 2~6年て均衡に達すると論じてい

るもし，このトダロの主張が正しいならば都市実

質最低貨金が長期的に一定てあるような経済の場合，

ハリス＝トダロモデルのメカニズムで生じる都市へ

の人口流入は生じないことになる c その他の説明と

して，都市人[1の自然増加，農村の雇用機会の消滅

（七地の収奪），都市生活の魅力等の社会・心理学的

吸引力などかあげられる（鳥居泰彦・積田和「経済

発展とインフォーマル・セクターの膨張」（巳三田学

会雑誌j 第74巻第 5号 1981年10月） 419~464ペー

シ参照） r，

I モデル

本モテルは，ハリス＝トダロモデルに従って

農村部と都市部の 2つのセクターからなる。た

たし、都市部門は，フォーマルセクターとイン

フォーマルセクターの 2つのサプセクターから

なっていると考えるげ li。ハリス＝トダロモデ

ルと本質的に異なる、点は，都市部にインフォー

マルセクターの高所得事業家の存在を仮定し，

農村労働者が都市への労慟移動の意思決定の際

に，都市部インフォーマルセクターの高所得事

業家になる可能性を考慮するとした点である。

なお，スティグリッツ (J.E. Stiglitz)（注 2)， コー

デン フィンドレイ (W.:¥1. Carden and R. Find-

lay)りt.i)に従って，開放経済，小国の仮定を

き，各セクターの生産財の価格は，外生的に国

際価格と等しく決定されるとする tう

1. 晨村部門

設村部門の生産する財の量を X,とすると，
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生産関数は次式で表わされる。

X,=G（瓦 L,), CL >O, Gぃ <0 (1) 

ここで， K;，しは農村部門で用いられてい

る資本と労働で，簡単化のため K；は一定であ

ると仮定する。農村部門で生産される財の価格

は，小国の仮定により国際価格かと等しい。

農村部門の賃金は，ハリス＝トダロおよびステ

ィグリッツに従って，労働の限界生産性に等し

く決まる旧 4)と仮定すると，

ハリス＝トダロに従って，政府によって最低賃

金五¢が決められており，これが労働の限界生

産性と等しくなるように最適な雁用労働者数の

決定が行われていると仮定する（注5)。よって，

U!M=PMF1 (6) 

により， LMが決定される。

(2) インフォーマルセクター

社会保障制度などの整っていない発展途卜国

においては，フォーマルセクターに雇用されな

叫 ＝ かG1、>（） (2) かった労働者は，先進国における失業者とは異

が成り立つ。 Gぃ＜〇より，農村における労働

海要 Lrしよ， 1AIr 0)関数として表わされ、

dLr 
＝一

1 Lr二し(Ulr; K-r), ~=-; i~<O 13) 
dwr PrGLL 

である。

2. 都市部門

都市部門は，フォーマルセクターとインフォ

ーマルセクターからなっている。

(l) フォーマルセクター

都市フォーマルセクターの生産する財の鼠を

心とすると，生産関数は，次式で表わされる。

X正 F(KM, い）， FL>O, Iう」<0 /4) 

KM=Kp+K (5) 

ここで， KMと LMは， 都巾フォーマルセク

ターで用いられている資本と労働である。この

資本kいよ私的賓本 KPと都巾部門の公共的

なり，生存のため，露天商，行商，廃品回収，

小規模製造業などの“事業＂に従事し，それら

を通じて何らかの収入を得ているのが普通てあ

る。彼らは，個人て独立して“事業＂を営んだ

り，家族経営などの小規模事業家であったり，

そこでの就業者であったりする。彼らはこうし

て，インフォーマルセクターを形成する。

これまで•般にインフォーマルセクターの就

業者は，生存レベルの賃金に等しいくらいの低

賃金を得るか，不完全就業の状態であると考え

られてきた。よって，従来の発展理論のモテル

においては，明ホ的にまたは暗黙に，彼らは一

般に失業者と同等に取り扱われてきた。例えば，

ハリスートダロモデルにおいては，都巾部には

フォーマルセクター労働者と失業者しか存在し

ないげい。しかしインフォーマルセクターの内

賓本k （例えば， 水道，道路，交通機関，通 部についての最近のミクロレベルての実地調究

信設備など）からなり， 2つは完全代替的てあ

ると仮定する。簡単化のため． この節てはt;f

は定であると仮定する（次節ては，この仮‘)とを

はずし，資本蓄積の影嘴を調ぺる），都市フォー

マルセクターで生）布される財の価格は，小国の

仮定より，国際価格 PMに等しいヘ

また，都市フォーマルセクターにおいては，

26 

研究の進展とともに，多くのインフォーマルセ

クター事業家は，フォーマルセクターの法定賃

金よりも卜分裔い所得を得ていることが、明ら

かになってきた。

そこで本モデルでは，以下に述べるように、

インフォーマルセクターからこの高所得事業家

を明ぷ的に取り出し，残りの低賃金そして不完
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全就業の状態にある人々を，簡巣化のため，従

来どおり広い意味での“失業者”と考える（注7)0

まず，インフォーマルセクターにおける各事

業家の生産関数の定式化について考える。イン

フォーマルセクターでの事業としては，露天商，

行商人，小雑貨店，食堂，家事使用人，荷役人

夫，輪タクひき，廃品回収，修理業などの自営

および小規模サービス・運輸部門，自営および

小規模の衣服，食品，繊維などの小雑貨製造業

部門（しばしば輸出用の場合もある）， さらには

娯楽場・賭博場経営や売春，麻薬の売買等違法

性の強いものまで多岐にわたるc

そしてこのインフォーマルセクターにおける

事業活動の特徴をあげると，一般的には低い参

入障壁，現地資源の利用，家族経営，小規模経

済単位，労働集約的な低い技術水準，就業者の

教育レベルが低い，公的規制が及はない，場合

によっては非合法な操業などがあげられる。そ

こで本モデルでのインフォーマルセクターにお

ける事業家の生産関数の定式化においては，こ

れらの実際のインフォーマルセクターの事業に

おける特徴に基づいて， また， これらの特徴を

さらに際立たせるために，生産は，ただ公共的

資本（例えぱ，電気，水道．道路囀交通機関．通

信設備など）と個人の事業家としてのタレント

のみで行われると仮定し，私的資本，労働者，

また高度な教育を必要とする技術なとをまった

く用いないとする。この事業家としてのタレン

トは，具体的には新たな事業をおこす企業家精

神，経済合理性のセンス，人間関係を築いてい

くセンスなどを意味すると考えてよい6 また，

インフォーマルセクターでの事業家が生産する

財としては，サービス財を含めた上記の多岐に

わたる財を想定することができるか；ここでは

簡単化のため，各事業家はある一つのインフォ

ーマルセクター生産財をXだけ生産すると仮定

する。このとき，各事業家の生産関数は次式の

ように表わされる。

X=f(B, K)，八＞o,/KK<O (7) 

ここでKは都市部の公共的資本で， 0が各自

の事業家としてのタレントレベルである。この

とき， Kはすべての事業家にとって共通なので，

各事業家の生産量の差はすぺて，この生産関数

における各自の事業家としてのタレントレベル

のみに依存することになる。

本モデルではインフォーマルセクターからそ

の高所得事業家のみを取り出して，残りを失業

者と等しく取り扱うので，簡単化のため 0は0

または 1の2つの値のみをとると仮定する。さ

らに，各個人は qの確率げいて高所得事業家に

なるタレントを持つ (O=1)か，農村部にいる

ときに，その本人は自分にそのタレントがある

か否か（すなわち e=Iか0か）はわからず，都

市に出てきてはじめてわかるものとするい{91 

e =Oのときは， 生存レベルぎりぎりの収入

しか上げることができないとする。しかしなが

ら本モデルでは，生存レベルぎりぎりの収入し

か上げることのできない事業家は，広い意味で

の“失業者”と考えるので， X=f(O, K)=O 

と仮定する）

一方， 8 =1 O)ときは， 同質の高所得事業家

となることができ，その生産関数は，次の式で

表わされるとする。

X=/(1, K)=X/，八＞0,ハ<0 (7)' 

これは，公共的資本のレベルがKであるとき

に e=lの人がインフォーマルセクターで生産

活動を行えば，一様に X1の生産を行えること

を意味する。
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インフォーマルセクターの高所得事業家によ

って生産される財は，この財の価格が外生的に

かで与えられるとする（注10)。生産は公共的資

本とタレントのみで行われるので，高所得事業

家の所得（利潤）冗は，

冗＝か f(l,K)＝かXi(K) (8) 

となる。この冗は， qによって供給に限りがあ

ることからくる経済レント的収入である。

ここで，冗＝ P1f(l,K) ミ五—Mが成立すると

仮定する。このとき，農村から都市に出てきて，

もし 0=lであることがわかれば，その人は必

ず高所得事業家になり， e =Oのときは， フォ

ーマルセクターでの雇用を見出せばそこでの最

低賃金労働者になり．そうでなければ広い意味

での“失業者”となる。さらに都市部から農村

部への還流はないとする。よって，都市インフ

ォーマルセクター高所得事業家数を Le,都市

労働者数を Leとすれは，次式か成り立つ。

Le =qLc (9) 

3鯵 都市部と農村部の労働の配分

ここで，農村労働者の労働移動の意思決定に

ついて考える。ハリス＝トダロモデルにおいて

は，農村労働者は，都市部の最低賃金をみて，

これに就業できる可能性で重みをつけて都市の

期待買金乎遠を計算する。そして，この都市期待

賃金率と農村の賃金率を比較して，労働移動の

意思決定を行う。これに対して，本モデルでは

都巾インフォーマルセクターの高所得事業家に

なる可能性を考慮するので，都市における期待

所得 wfは次式で表わされる （この際， 期待賃

金てなく期待所得てあることに注意する必要があ

る）。

砥＝（1-q — V) WM+qp心 (10) 
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ここで， V は都市部“失業率”で，一般の失

業率とは異なり，ィンフォーマルセクターの就

業者からその高所得事業家を除いた人たちの都

市労働者全体に対する割合である。正確には次

式で定義される。

V =Lu/Le= (Le-LM-Le)/ Le 111) 

ここで， Lしは広い意味での“失業者”であ

る。

さて，都市への労働移動の量は，ハリス＝ト

ダロモデルと同様に，都市一農村間の期待所得

の格差の正の関数であることを仮定する。これ

を正式に書くと次式にようになる。

dLc 
dt ＝IJf(wf-wr), IJf'>O, IJf(O)=O (12) 

これより、農村から都市への人口の流入が止

むときに満たされる均衡条件（以下．この均衡

を労働移動の均衡と呼ぶ）として次式が導かれる。

wr= wf= (1-q-v) WM-t-qかX1 (13) 

よって，農村部の労働需要 Lrは(13)式を(3)式

に代入すれば求まり，また都市労働者数 Leは

1；の定義式(11)より次式で求まる。

Le= 
LM! 

/ (1-q - V) 
(14) 

4. 労働移動の均衡ほ11)

労働移動の均衡状態は，農村部門と都市フォ

マルセクターにおける労働需要決定式(2)青 (6),

労働移動の均衡条件(13)式，および，次式の労働

人口の制約条件で記述される（注12)0

Lr+Lc二 :L U 51 

Lは国全体の労働人口で一定であるとする。

(3), (13)式より，均衡における農村の労働需要

しは， vとq0)関数であることがわかる。ま

た，均衡における都市労働者数 Leも(14)式より

V とqの関数である。よって(15)式より均衡にお
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ける都市部と農村部の労働の配分は次式で表わ

される。

Lr (V, q) + LM/ ! （1-q - l)) 
=L 

以上でモデルの記述は完成する。

ーターとして，横軸に，都市部と農村部の労働

qをパラメ

者の配分をとり，縦軸に“失業率”をとって(15)'

式を図示したのが，図 lである。

部労働人口を0から右にとり，都市部労働人口

を（）＇から左にとる。

図 lにおいて，都市部の“失業率＂が増加す

ると，（13)式に従って農村部門の賃金率が下がり，

L,曲線にそって農村における労働需要Lrが増

加する。また Vの定義から求まる114)式より， Le

曲線にそって都市労働者数 Leが増加する。経

済の均衡は (15)'式が満たされる点で達成され，

これにより均衡“失業率”

ロし＊，都r.h部労働人「ILe＊が決定される。な

お，以上において， q
 ダロモデルの記述である。

図 1

ここで，農村

v *，農村部労働人

00)ときかハリスート

労働移動の均衡

(15)' 

‘‘ 
L•叩eqLe

v.l------―ーーロ--------------・----------

゜L,（農村部労働人口）

LM じ
（
失
業
芽
）

＞
（
失
棗
珠
）

LPL9 
O' 

Lc（都市部労慟人口）

（出所） 箸者作成。

（注 1) 本論文の中心テーマは， Harris and To-

daro, "Migration, Unemployment... "と同様，都

市部の要因による農村都市間労働移動の分析である。

よって， W. A. Lewis, "Economic Development 

with Unlimited Supplies of Labour," Manchester 

&・hoof of Economics and Social Studies, vol. 22, 

no. 1, :V1ay 1954, pp. 131-191や中込「発展途上地域の

……」 (j)ように農村部と都市部インフォーマルセク

ターを伝統的部門としてまとめ論じるようなことは

しない。また農村部の経済構造には深く立ち入らず，

都市部に議論を集中する。

（注 2) Stiglitz, "Alternative Theories of... " 

（注 3) Cordon and Findlay, "Urban Unemploy-

ment 

（注 4) Harris and Todaro, "Migration, Unem-

ployment..̀＇は，労慟過剰のおこりやすいと思わ

れる東南アジアやラテンアメリカでさえ，手に人る

実証テータによると農村の労慟過剰は疑わしく、労

慟の限界生産性は正であると考えるのか適当である

として，簡単化のためにこの仮定を置いている。さ

らに，農村部門の農業においてたとえ過剰労慟か存

在したとしても，農村労働者は，例えば山に木の実

や枝を拾いに行ったり，海で漁をしたりしてある一

定の所得を得ることかできるだろうじその所得が都

市雇用労働者になったときの所得より低<, またな

れなかったときの所得より刹いと仮定すれば，本論

の以ド）議論のエッセンスは何ら変更されない。い

ずれにしても，本節（注 l)で述べたように，本論文で

ふ農村部門の経済構造についてはこれ以上深く立

ち人らない。

（注 5) 発展途上国の多くの国々では実際に最低

貨金規制を行い，これか競争水準を上回るレベルに

設定されていることがしばしば指摘されている。な

お発展途上国においてこの都市フォーマルセクタ

の貨金レペルが競争水準よりも高く設定されている

ことを， Stiglitz."Alternative Theories of...’'は，

離職に伴う新規労働者屈用の訓練費用をモデルに組

み人れることによって内生的に説明し，また， G A 

Calvo, "Urban Unemployment and Wage Determi-

nation in LI)C＇s: Trade Unions in the Harris-

Todaro Model," Inte加 atimzal公 onomicRevieuし

vol. 19, no. 1, February 1978, pp. 65-81は，労慟糾

合の効用最大化を考えて内生的に説明している。競
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争水準より高いフォーマルセクターの貨金決定のメ

カニズムがこれらのいずれであっても本論文の結果

に本質的な影響はないので，ここでは最も簡単に，

最低賃金で決定されると仮定する c

（注 6) スティグリッツとコーデン＝フィンドレイ

のモデルも同様である。また， トダロ自身， Todaro,

Economic Develo加 ent,pp. 265-269で．ハリス＝ト

ダロモデルにおいて，失業者はインフォーマルセク

ターで従事している人々を含むと説明している。

（注 7) ハリ’ス＝トダロモデルでは．都市部労働

者のうちフォーマルセクター雇用労慟者のみを明示

的に取り扱い，残りを失業者としてまとめていた。

これに対し，本モデルではフォーマルセクター雇用

労働者だけでなく．インフォーマルセクターでの裔

所得の事業家をも明ホ的に取り扱う。これによって

インフォーマルセクターの性格をより明らかにする

とともに，これらが農村都市間の労慟移動にどのよ

うな影署を及ぼすのかを分析する。

（注 8) 本論文では．この qを外生的に与えてい

るが，これは議論を簡単化するためのものである。

この qが政策変数や出身地等によるネットワーク形

成などによってどう変化していくかなどの分析は，

経済発展に対するインフォーマルセクターの役割を

より明らかにするためには，順要なことと思われる。

（注 9) 実際に中西『スラムの経済学・・・・・・』が行

ったフィリピンのマニラのあるスラム（不法占拠地

域）でのインフォーマルセクター就業の実態調査に

よれば．経済活動人口514人中，不完全就業者を含め

た就業者数は441人で，そのうちの大部分は廃品回収

人や，行商，洗濯女等で最低賃金以下の低い所得を

得ているのに対し， 5人の仕切場経営者（多数の廃

品回収人を仕切る人）， 6人の仲介商と 1人の小規模

企業（家畜飼料工場）経営者のみは他のインフォー

マルセクター就業者の 5倍から数十倍の所得をあげ

ていることが報告されている。さらに中西は．この

例ではインフォーマルセクターにおける低所得の就

業者も高所得事業家のいずれも，低い教育レベルの

まま農村から都市へ移住してきた人たちであること

を報告している。

（注10) インフォーマルセクター高所得事業家に

よる生産財が，衣類や装飾品，場合によっては麻薬

等の貿易財と想定すれば．その価格は，開放経済・

小国の仮定より国際価格かに等しいと考えることが
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できる。そうでない場合，かは，量X1や他の要因

に依存して内生的に決定され，この場合，財市場の

均衡を明示的に取り扱う必要が出てくる。インフォ

ーマルセクターでの生産財の価格の内生的決定をモ

デルに組み入れて．このモテルをより一般化するこ

とは興味深い（特に次節のように資本蓄積を分析す

る場合）と思われるが，本論文では，ィンフォーマ

ルセクターにおける高所得の事業家の存在とこれに

対する期待が農村都市間の労慟移動にどのような影

響を及ぼすのかを分析するのが中心テーマであるの

で，できるだけ議論を簡単にするために．かを外生

変数として扱う。

（江II) このモデルでは，フォーマルセクター生

帝財，インフォーマルセクター生産財，農村部門生

産財のすべてが貿易財であることを仮定しているの

て．小国の仮定により，それそれの財の価格は，国

際価格に等しく外生的に与えられる。このとき貿易

によって，財市場は常に均衡すると考えられるので，

財市場の均衡は捨象することができ，労働移動の均

衡が経済全体の均衡となる。

（注12) ここでは Stiglitz,"Alternative Theories 

of...，．に従って，労働移動の均衡を｀｀失業率＂と農

村都市間の労慟配分の関係で論じる。

II 都市における資本蓄積とイン

フォーマルセクターの拡大

前節では，資本蓄積を考慮せずにモデルを構

築したが，ここではこのモデルを用いて，都市

部公共的行本の蓄積の影響を調ぺる。その結果，

たとえ都1tli部の実質最低賃金か長期に-箕定であ

るような経済であっても，都巾部公共的資本

（迅気，水道．道路，通信設備なと）の蓄積によっ

て，都市インフォーマルセクターの比率(“失

業率”（注 I))を増大させる可能性があることを示

す。この結論は．ハリス＝トダロモデルをもと

に演繹される結論とは異なる。ただし，以下に

述べるように．ここでは労慟市場の均衡に対し

て，資本蓄積が及ぽす短期の効果を分析対象に
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している。

第 1節では，都市部フォーマルセクターでの

生産活動に用いる資本 KMは一定と仮定した。

しかし，本節では， この仮定を取り除き，都巾

部公共的資本Kの増加とともに，

KM=Kp+K (51 

に従って KMが増加する場合を考える。なお簡

単化のため，資本蓄積に伴う生産関数の変化は

なく，また私的資本 KPと法定最低買金五―M は

一定であると仮定するは 2)0 

以後，労働移動の均衡状態についてのみ考え

る。

(1), (5), (6)式より，都市フォーマルセクター

雇用労働者数 LMは， Kの関数であることかわ

かる。

い＝LM(K)， 翡信'=—臼＞O ＇ it31 :16} 

また，都市部インフォーマルセクター1翡所得

事業家数と都市労働者数の関係式(9)は，そのま

ま成り立つ。農村部における生産関数はKの影

害を直接には受けないので，（3)式もそのまま成

り立つ。しかし，（3）式の変数である 1いは，労

働移動の均衡条件として(13)式のかわりに次式を

満たさなければならない。

Wr-Wt=  （1-q -1,`) 1{: 

+qかf(0（::::1), K) (17: 

よって，均衡における農村の労働人口は，次式

で表わされる。

Lr -Lr (1,9, q, K), 

aLr 、、、、、、'....>(), aLr 
く0, 叱姐ハ

at, aq 3k PrCu 
く(){18,1 

以tで，農村の労働人口しが， v, q, K 

の関数，都市フォーマルセクター雇用労働者数

LMがKの関数であることがわかる。よって囀

(15)式より，均衡における農村部と都市部の労働

の配分は，次式で記述される。

し (v,q,K)+LM(K) I 
/'（l-q -u) = L (19) 

,'19)式について， qとKをパラメーターと考え

れば，前節の図 lと同じ図を書くことができる。

さてこの節では，都市部公共的資本の蓄積の

影響を調べたいので、 qを一定にしてKの増加

の“失業率’'に対する影轡を考える。そのため

119)式を uとKについて全微分して，比較静学を

行うと Kの増加の“失業率”に対する影響は次

式で表わされる。

払＋（叫） ］ 
dv _ aK aK l-q-V 

dK 
二

aLr --—+ 
LM(K) 

at; （l -q -1') 2 

~O) 

ところで，以上の議論において，都市インフ

ォーマルセクターの高所得事業家になる可能性

を考えない場合 (q=O)， これはハリス―トダ

ロモデルと等しい。このとき， i17)式より農村の

均衡賃金，そして農村の労働需要は， Kの増加

の影響を直接には受けないことがわかる。つま

3Lr り(20式において' -=(）， かつ q=O とおし)
aK 

たものかハリスニトダロモデルである。よって

ハリス―トダロモデルの場合， Kの増加の“失

業率＂に対する影響は次式で表わされる。

dt' 
dK 

、二ご

(3L竺） 1 
aK 1 1-/) 、、、、し、、、、

aIJr LM(K) ---+ -、、、
al) （l -r) 2 

<O (20)' 

これによって， “もし都市部最低賃金が変化

しないならば都巾部の資本蓄積は必ず都市の失

業率を減少させる＂というコーデン＝フィント

レイやスティグリッツらが示したハリス＝トダ

ロモデルから演繹される結論を確認することか

できる。

ぅI
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図 2 都市部資本蓄積の影署（ハリス トダロモデル）
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（出所） 筆者作成。

これを図ホしたのが，図 2である。都巾の公

共的資本の増加は，都市部フォーマルセクター

で利用できる資本の増加を意味する。

もし雁用労働者数が一定ならば，都市部フォー

マルセクタ における労働の限界生産性は増大

する。

トし，

率”

よって，

しかし，都市の労働者の賃金は最低買金

で固定されているので，

が増加する。

その分，雇用労働者数

これによって LM直線が左にシフ

これに伴って同じ幅だけ都市労慟者数を

方^農村に表わす Le曲線も左にシフトする。

おいては，都市の公共的資本の増加の直接的影

響はないので．農村の労慟需要は都市部“失業

のみに依存し，

り立ち，

さて，

フォーマルセクタ

は正より，

L, L1(r)はそりまま成

Lr曲線は動かない。 その結果，都ifi

0)均衡“失業率”は v*から v*＊に減少するの

である。

ここで再びl;20)式に戻って，都市部イン

扁所得事業家を考慮に人れ

た場合について考えよう。⑳式において令分母

靡＞0のための必要 1分条件は，

払—+（aIJM) 
8K OK l 

l
り

である。

る。

aLr aLc 
--← 

aK aK 
くo,

これより，公共的資本が 1単位増加すること

によって生じる都市部労働人口の限界的増加よ

りも， それによっておこる都市部における均衡

期待所得(-農村部賃金）の上昇から生じる農村

部労働需要の限界的減少のほうが大きければ，

都市部資本蓄積によって都市部“失業率”かか

えって増加することがわかる。

すと図 3のようになる。

の高所得事業家を考慮しない場合には，

曲線がシフトしなかった（図 2)。

図3では，

インフォーマルセクター高所得事業家の生産性

か向上し，都市部での期待所得か上昇する。均

衡ではこれが農村部賃金に等しいので農村部労

慟需要が減少し，

である。

r*＊に変化する。

図 3

゜

また21式を変形すると以下のようにな

oLr 』』』』』』ヽ

aK くo,

このとき，

これを図で表わ

インフォ

Kが増加することによって，都市部

し曲線が左にシフトするの

その結果，均衡“失業率”は v*から

Lr曲線の左シフ

都市部資本蓄積の影薯（インフォーマル

セクター砧所得事業家を考慮した場合）
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Ⅲ実証分析
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都市インフォーマルセクターでの事業機会と農村都市間労働移動

ト幅のほうが Le曲線の左シフト幅より大きけ

れば“失業率”が増加することがわかる。

また(2]）式は，次式のようにも言くことができ

る。

血 IK> Flk | （l 
か GLL FLL | 1-q -̀-V) ：21” 

これより，インフォーマルセクターの高所得

事業家になりうるタレントを持つ確率 q, イン

フォーマルセクター高所得事業家の生産におけ

る資本の限界生産性 Ik，およびインフォーマ

ルセクターでの生産財の価格かか高いほど，

“失業率”が増加する可能性が大きいことがわ

かる。また“失業率”1)，農村部門での生産財

の価格かが低いほど，“失業率”が増加する口I

能性が大きいことがわかる。

最後に，ィンフォーマルセクターの裔所得事

業家になるタレントを持つ確率 qの増加の“失

業率”に対する影害について言及しておくしな

ぉ，この qの増加は，実際には，農村での教育

水準の上昇や新規事業を妨げる文化的，制度的

要因の除去（例えば，クレジットや流通機構への

アクセスを容易にすること）などによって生しる

と考えられる。

(19)式を 1，とKについて全微分して，比較静学

を行うと， qの増加の“失業率＂に対する影轡

は，以下で表わされる。

aLr十い(K)
dv -- 3q (l-q -v) 2 

dq aLr + L叫JS.)
紅 (l-q -l}) 2 

このとき，⑳o)式と同様，分付は正となり，

dv 
dq >Oのための必要十分条件は，

8IJr ＋しい(K)
aq (l-q -t!) 2 

JLc 
喩 Y 喩 "~<o, JLr 

" `”̀ ”`” 
初 3qくo, 8Lc 喩喩喩 T T Y 喩喩

初 >O 

となる。よってこれを (211'式と比較すればわか

るように， qの増加は公共的資本の増加と同様

な影響を及ほすことがわかる。

（注 l) 厳密には，インフォーマルセクターの比

率一 r(“失業率”)--q（高所得事業家になりうるタレ

ントを持つ確率）が成立つ。ただし， この論文では，

qは一定であるので，・` 失業率＂の増加は，そのまま

インフォーマルセクターの比率の増加を意味する。

（注 2) 最低賃金が上昇すれば，ハリス＝トダロ

モデルに従っても都市部“失業率＂は増大する＾しか

し，本論文て説明したいことは，最低賃金か上昇し

ないにもかかわらず、都市インフォーマルセクタ

の拡大が続く可能性があるということてある c

（注 3) 牛産関数を 1次1五1次と仮定し，労働者 1人

当たりの資本の限界生産性逓減を仮定すると FL≪>O

dLM 
となり ＞0である c

'dK 

III 実証分析

t22I 

23I 

これまで 2つの節において，たとえ都市部フ

ォーマルセクター賛金（最低賃金）が長期的に

一定であるような経済においても，都市インフ

ォーマルセクターの拡大が生じる理由を説明す

る新しいモデルを提示した。このモデルのエッ

センスは，農村労働者が，都市への労働移動の

決定の際に都巾インフォーマルセクターの高所

得事業家になる可能性を考慮に人れるというこ

とてあったc この節ては，このエッセンスを回

帰分析を用いて実証的に確かめたい。なお，こ

こで行おうとしている実証は，本論文の均衡モ

デルそのものではなく，基本的にはこのモデル

の均衡条件を導くために導入した仮定(12)式の実

証である。

P
i
 

c
 

dLdd 

IJf((l--q-v) WM+q冗

IJf'>O, IJf(O) =O 

l{! r)， 

112) 
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なお，本来労働移動を説明するためには，時

系列データを用いて．ィンフォーマルセクター

高所得事業家所得の時間的変化で説明を試みる

のが望ましいが，時系列データのセットを得る

ことは困難であり．データ制約上次善の策とし

てクロスセクションデータで行う。

1. データについて

データとしては，フィリピンの事業所センサ

スのデータを用いる。フィリピンのデータを用

いた理由は．第 1に，途上国のセンサスデータ

によるインフォーマルセクターのデータの推計

（近似）は．フィリピンを除いてほとんど不可

能に近いこと（注 l)。第 2に，実際に都市部フォ

ーマルセクター賃金が長期的に比較的一定で．

このモデルが想定した経済に近いと思われるこ

と。第 3'こ，筆者は以前からしばしばフィリピ

ンを訪問しており，他の途上国に比べ，比較的

直感が働きやすいことである。

まずデータの説明を行う。

(1) 農村都市間労働移動人口 M,J

農村部 iから都市部iへの労働移動人口M“

0)データとしては， 1975年， 80年に行われた 2

度の国勢調査から算出された75~80年の 5年間

にわたる地域間人口移動 (5歳以上）のデータ

を用いる（注 2)（表 l参照）。

ところで，本研究で実証しようとする労働移

動は農村都市間労働移動なので，この地域間労

働移動のデータから，それに適当なものだけを

表 1 1975~80年のフィ
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流入

流出

全国

NCR 

Region 1 

Region 2 

Region 3 

Region 12 

92,255 

38,572 

51.246 

5,353 

6,761 

519 

8,418 

Region 4 1 114, 683 75,386 3, 597 2,093 13, 664 0 
---··-----------------·-----------------------•---------------------------------------------------------,-------------------------------------

Region 5 99, 285 51, 573 1 1, 156 1, 317 8, 708 27, 772 

----------------------➔ -----------------------•-------------------—;----------------- ➔ ------------------,------------------+------------------
Region 6 • 105, 536 I 44, 158 1 867 I 826 I 4, 509 I 11, 370 
----------------------1-----------------------l--------------------l-----------------l------------------l------------------―← ----------------

Region 7 ] 114, 987 22, 990 871 548 3, 506 5, 706 
---------・------------・----------------------------------・----------------------------------------------,-------------------------------------

Region 8 98,489 
↓ 

48.999 1 936 673 8, 162 10,790 
-----=-=---------------!-----------------・・・ --l--------------------l----・・・・・・ ·-·---l------------------1--------------- —疇•;------------------

二二[。I :：:：： : :: l :: : 1, ：：］ ；: ］： 
Reglon l1 62, 080 ↓ 8, 612 l 748 1 481...．1,. 191 12,  404 

217 

。

635 

16,001 

1,191 

（出所） Philippines, National Statistical Coordination Board, 1988 Philippine StatおticalYearbookより作成。

（注） 地域区分は図 4を参照。 NCRはマニラ首都圏。
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都Iliインフォーマルセクターての事業機会と農村都市間労働移動

選ぶ必要がある。このためにまず．各地域がど

のような地域かを検討しなければならない。フ

ィリピンの地域区分は．図 4のように13地域に

分かれている。このうち地域 (Region)9, 10, 

11, 12はミンダナオ島で，フロンティア地域と

考えられ．他地域からの移民が政府主導で積極

的に推進されていた地域である。よって．この

地域に関する人口移動は一般の農村都市間労働

移動とは性質を異にするものと考えられるので．

本研究の対象から除外する。

また．マニラ首都園 (NationalCapital Region: 

NCR)は，そのほとんどが都市部である。そし

て地域 3, 4は． 1970年代後半以降マニラ首都

圏の近郊として都市化が進んだ地域である。よ

って，他地域から地域3, 4および NCRへの

人口流入は，大部分が農村から都市部への流入

と考えられる。ただし， NCR, 地域 3' 地域

4()）間の相互の人口移動については都市間移動

がかなりの程度混じっていると考えられること

から，本研究の対象から除外する。

最終的に，農村都市間労働移動を表わしてい

るデータとして，地域 1, 2, 5, 6, 7, 8 

から NCR, 地域 3, 4に向かう 18個の地域間

人口移動のデータを用いる。

(2) 都市インフォーマルセクター高所得事業

家の所得冗

各地域ごとの都市インフォーマルセクター高

所得事業家の所得冗の近似としては， 1975年に

リピン地方間労働移動

--、”| ----
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図4 フィリピンの地域区分
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（出所） Philippines, National Statistical Coordina-
tion Board, 19RR Philippine StatぉticalYearbook. 

行われた事業所センサス (Censusof Establish・ 

ments)のうち製造業小規模事業所（労働者数10

人未満）のデータから以ドのように算出される

平均事業家所得を用いる（注 3)0

事業所センサスには，各産業別，各地域別，

規模別（小規模と大規模）の総事業所数，総労

働者数（事業家および非賃金支払家族労慟者を含

む），雇用労働者数．総収入，総賃金支払，総

費用（賃金支払，固定資産付加に係る貨用以外の

すべての費用。間接税や利f•支払いを含む），固定

資産付加額，およびこれらのさらに詳細なデー

タがある。よって，次式によって各地域ことに

36 

小規模製造業の平均事業家所得を計算すること

ができる（表2参照）（注 4)。

頂業家所得冗―

総収ー総費＿総賃金 固定資産
人一ー用 支払―付加額

事業非賃金支払家
．．令一9・（注 5) ¥241 

＋ 
家数族労慟者数

(3) その他のデータ

1975年の農村部門の各地域別平均賃金 (1日当

たり）は， 1977Yearbook of Labor Statistics注6)

より採用した" 1975年の都市部最低賃金は，

Philip加．ne Yearbook 1985僭 7)より民間非農業

部門法定賃金 (1日当たり）を用いた。ただし，

1975年までは民間非農業部門法定賃金は全国で

共通であった。なお， これらの 1日当たりの賃

金に250をかけて 1年当たりの賃金として用い

た。

(4) 注目点

表2において，都市インフォーマルセクタ

高所得事業家の所得と最低賃金を比べると， N

CR（マニラ首都圏），地域 3, 4の都市部では，

前者が後者の約 5倍であることがわかり，セッ

ラマン (S.V. Sethuraman)他の報告と同様，多

くの都巾インフォーマルセクター事業家は，最

低賃金を著し<t同った所得を得ていることが，

フィリピンのセンサスデータからも確認できる。

2. 農村都市間労働移動の実証モデル

この実証研究のH的は以上のデータを用い

て，｀｀農村労働者か，農村都巾間労働移動の意

思決定の際，都市インフォーマルセクターの高

所得ボ業家になる可能性を考慮する”という仮

説，すなわち基本的には(12)式を検定することて

ある。このため，ここでは，以下のように最小

2乗法で推定するための簡単なモデルを提示す

る。
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表 2 地域別製造業10人未満の事業所の事業家所得 (1975年）

全困

NCR 

Region 

Region 

Region 

Region 

Region 

Region 

Region 

Region 
l 

•—- Z—し 一ー ・一』、:~

総事業 事業家数 雇用労懺
所数 ＋非賃金 者数

支払家族
労慟者数

（人） （人）
→ r →一

70,900 106,931 112,009 

11,284 16,780 28,107 

1 8,074 11,587 7,088 

2 3,535 4,898 3,490 

3 7,544 10,953 13,652 

9,790 14,298 17,050 

5,506 9,920 6,100 

6,791 9,454 6,923 

3,730 6,481 7,258 

2,273 3,474 2,582 
~”~ -̀~~ 

217, 

71, 

10, 

ヽ
-
3
 
26, 

30, 

9, 

l l, 

10, 

3, 

該ナ・ ．総収人． ． 1 総費用 固定資産 1人当 1I 事業家 農業部
付加額 たり事平 平均所 門平均

業家 得の最 賃金
I 均所得低賃金
I に対す

ペ‘)） 0,000ぺ‘)） il, 000ペゾ） (1,000ペソ） （ペソ） る倍率 （ペソ）
● 9 -r  ムー・ -. 

490 1,953,397 806,408 90,809 7,843, 2. 9 1,568 

195 560,650 222,976 29,989 14,094 5.3 

944 97,763 43,629 4,181 3,367 1.3 1,640 

245 51,674 22,677 1,618 4,519 1.7 1,105 

921 297,862 122,887 13,298 12,303 4.6 1,565 

883 316,900 90,702 9,853 12,971 4.9 1,555 

579 85,684 :16, 422 1,536 3,845 1.4 1,423 

831 125,304 58,652 9,322 4̀ 8 13 1.8 1,463 

813 88、352 36,634 5,322 5,490 2.1 1,250 

963 29.692 14, 736 1,165 2,829 1.1 1,395 
｀ 

（出所） Philippines, National Economic and Development Authority, National Census and Statistics 
Office, 1975 Census of Establishments Vol VII (Small Industrial)より作成。

（注） （!) 地域区分は図4を参照。 NCRはマニラ首都圏。
12) 都市部最低貨金（全国一律）は2,662.5ぺ‘/。

まず，（12)式から説明変数として v, q,五-を 明変数として，冗と皿を冗ー叫と如に変換

取り除く。これは以下の理由による。 Vについ する。ここで， wTは，最低賃金労働者になる可

ては，各地域ごとの都市部に対するインフォー 能性の考慮の影響を把握するため， WM-wTの

マルセクターの比率を推計するデータを見つけ かわりに用いる（五；はすべての地域で共通）。

ることができなかった。よって． V は各地域で さらに，近似として(12)式の関数りを線形関数で

共通であると仮定する。また． qも地域に依存 置き換えると．推定式として，次の式が得られ

しないと仮定する。さらに， 1975年の五¢は．す る。

べての地域の非農業セクターに対して共通に定 Mij! R=C。+C1（元一 tUr,）

められていた。よって，これらの 3つの変数は、

説明変数になり得ない。すなわち，説明変数と

して残りの冗と Wrの2つの変数に注目するの

である。しかしながら，ここで確かめたいこと

は，農村労働者の都市への労慟移動の意思決定

の際に，都市フォーマルセクターの最低賃金労

慟者になる可能性だけでなく，都市インフォー

マルセクターの高所得事業家になる可能性を考

慮しているかどうかである。よって， 2つの説

+CZ Wri + c3 D Te lJ 四

ここで，添字 iは，労働者の流出地域を表わ

し，添字jは，流人地域を表わす。 Pは，その

地域の人口で， Dは，地域 5に対するダミー変

数である。これは，他の地域と比べて地域 5が

地理的，言語的に NCR, 地域 3' 地域 4の 3

つの地域に特別に近い（注いことから，地域 5か

ら、 3つの都市部地域への労働移動がなされや

すいと考えられるので設けた。なお， euは誤
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差項である。

さてここで，実際に推計を行う前に， もう一

つ考慮すべき問題がある。すなわち，実際のあ

る地方の農村部からの労働移動においては，マ

ニラおよびその近郊に向かう地域間労慟移動だ

けでなく，その地域内の地方都市への地域内労

慟移動も存在する。しかしながら，使用する地

域間人口移動のデータからは，後者を捉えるこ

とができないということである。以下，これが

なぜ問題かを説明する。もし地方都市への労働

移動（地域内農村都市間労慟移動）がなく，かつ

仮説が正しいならば，変数尼ー 1,（サ，で十分に

労働移動を説明できるはずである。しかし，実

際には各地域には地方都市があって，そこでの

インフォーマルセクターの輝所得事業家の所得

は，冗，で表わされる。そうすると冗J--wmが

一定でも元が高いと地域間労働移動は少なく

（地域内労働移動は多く），元が低いと地域間労

慟移動が多く（地域内労慟移動は少なく）なると

予想される。そこでこの影響をきちんと捉える

モデルを作って実証を行う必要があるのである。

よって冗J- wT，の格差を元一冗，と m-Wm  

に分けて労慟移動を説明する。そうすると最終

的に，実際の推定式として次式を得る。

Mui P,=C。・i--C1(元一 :n:i) 

+C2 (:n:, -wr,) +c3 Wr, 

+C41)し 1vc 1J 126) 

ここで’ 係数C1といの符号と大きさについ

間労働移動のみを生じさせ，元一 wmの増加は，

地域間労働移動と地域内労働移動の両方を生じ

させる（すなわち， C1, C2ともに正であることが

予想される）ので，同じ l単位の広がりであっ

ても 9 (26J式で表わされる地域間労働移動を説明

する係数としては， C1のほうがC2より大きく

なることが予想される。

3. 実証結果

26)式を最小 2乗法で推定した結果は．表 3の

とおりである。このモデルの決定係数は0.84,

修正決定係数は0.79で，片側 1％の有意水準で

は，尼ー m および m -1丘が有意である c

なお， この係数についても前項で述べた Cぃ

らについての予想と適合する。片側 5％の有

意水準では，ダミー変数Dも有意となる。なお

農吋賃金wr,0)係数は正となり理論モデルとは

一致しないか， t値が低くこれは有意ではない。

以上から，実際の農村都市間労働移動におい

て， 2地域の都市インフォーマルセクター高所

得事業家の所得の差と流出地域の都市インフォ

ーマルセクター高所得事業家所得と農村部での

所得の差が喧要な説明変数であることがわかり，

農付都市間労慟移動の意思決定に際して，都市

インフォーマルセクター高所得事業家になる可

能性を考慮に人れていることを裏付けることが

できた。そして，説明変数Wriが有意ではない

ことは，ハリス＝トダロモデルにとって中心的

な最低賃金労働者になる可能性は，実際にはそ

ての理論から予想されることについて目及して れほど考慮されておらず，一方で都市インフォ

おく。冗J-Wmの格差が 1単位増加することを 一マルセクター翡所得事業家になる可能性は，

考えよう。このときこの 1単位の増加は，冗Jー 非常に大きく考慮されていると考えることがで

元の増加，または冗9-Wr，の増加のどちらか きる。またこれらの結果は，農村都市間労働移

（またはその合成されたもの）のケースであると 動が，はじめからフォーマルセクターでなくイン

考えられる。ここで，尼ー冗， 0）増加は，地域 フォーマルセクターを目指して行われていると
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表 3 実証に用いたテータセットと実証結果

(1) データ

MI←r--」二も一冗，•
o. 01306 I 10, 727 

o. 00828 I 9, 575 

0.01615 I 

l

2

 

3 

4 0.01065 

5 0.00679 

6 0.01885 

7 0.00396 

8 0.00202 ， 0.00273 

10 0.00109 

11 0.00104 

12 0.00314 

13 0.00288 

14 0.00186 

15 0.00870 

16 0.00274 

17 0.00169 

18 0.00415 

(2) 実証結果

Wm  D 

1,640 

1, 105 

1,423 

1,463 

4,240 1,250 

1,434 1,395 

1,727 1,640 

3,414 1,105 

2,423 1,423 

3,350 1,463 

4,240 1,250 

1,434 1,395 

1,727 1,640 

3,414 1,105 

2,423 1,423 

3,350 1,463 

7,481 

10,142 

4,240 ! 1,250 

い叫 ], 395 

0

0

 

推定式： Mu!P,=C。+C,(1tj-7t;) +C2 (7t, -Wr,l + c3 Wr;+ C4D+eij 
決定係数： 0.836

修正決定係数： 0.786
---t v ̀ ”””””””””V I 

説明変数

定数項

冗J一冗，

冗 i lかr9

U!r, 

D 

＊＊ ：片側 1％で有意。

＊ ：片側 5％で有意。

いう，コール＝サンダース (W.E. Cole and R. 

D. Sanders)，中西，中込らの主張 Ot9)を支持し

ているといえよう。

（注 1) ILOによるアフリカ．アシア，ラテンア

メリカの都市インフォーマルセクターの調査 (Sethu-

raman ed., The Urban Informal..．）においては．

ほとんどの国において，労働者10人または 5人未満

の小規模事業所のデータは整備されておらず，調査

対象の選定のため，まず事業所の探索作業から行っ

ている。しかしなから，フィリピンだけは，小規模

頃業所のテータかセンサスデータとして整っていた

ので． IL()はこのセンサスを用いて，事業所の探索

作業を行わなかった。

（注 2) フィリピンでは， 1970年以降 5年おきに

国勢調査か行われることになっていたが， 85年は，

39 



1998060042.TIF

政情不安のため国酪調査は行われなかった。次に行

われたのは1990年てあるが，論文執筆時において80

~90年の地域間労働移動のデータは筆者の知る限り

未発表である。よって， 1975~80年のデータを用い

る。

（注 3) 事業所センサスには，民間サーピス業や

卸売・小売業の統Jtもあるが，これらは小規模事業

所の定義として，廂用労働者数だけでなく総収人を

も用いて区分してある。よって， これらの統計を用

いると，ある一定以上の所得を持つ事哭家をはじめ

から除くことになり，インフォーマルセクター高所

得事業家の所得の近似としては用いることができな

い。これに対して，製造業の統計だけは，小規模事

業所を雇用労働者数のみによって区分している。な

ぉ，本節注 1にも記したように， IL(）によるインフォ

ーマルセクターの調社 (Sethuramaned., The Urban 

Informal..．）においても，製造業の10人未満の小規

模事業所はインフォーマルセクターとみなされてい

る。

（注 4) 厳密には，これを各地域ごとの物価水準

でデフレートした実質所得を用いたほうが望ましい

が，各地域ごとの物価水準のデータを得るのは非常

に困難であり，さらに1975年におけるマニラ首都胴

とそれ以外の地域との物価水準の差は 2％以内であ

ることが確認できたので，物価水準の差は大きな影

響を与えないと考え，このままデータとして用いた。

（注 5) 第 I, II節の理論モデルにおいては，イ

ンフォーマルセクターの事業はすべて事業家 l人で

行われると仮定されていた。しかしながら，実際に

は，！れ業家以外に貨金支払いのない家族労慟者 (un-

paid family worker)がいる場合もある。そして，こ

こで用いる事業家所得は，労働移動の意思決定の説

叫変数として用いるので，事業家所得を算出する際

に，（,油式の分母として市業所数でなく，総労働者数

一廂用労働者数（つまり，事業家数 •t 非賃金支払家

族労働者数）を用いて， 1事業所当たりの平均所得

でなく， 1人当たりの平均事業家所得を算出する。

なお．後に述べる回帰分析の結果は， 1人当たりの

平均巾業家所得を用いたほうが若干説明J]が増すが．

どちらを用いても結果にそんなに大きな差はない。

（注 6) Philippines, Labor Statistics Service, 

Department of Labor, 1977 Yearbook of Labor 

Stah,tics. 

40 

（注 7) Philippines, National Economic and 

Development Authority, National Census and Sta-

tistics Office, Philippine Yearbook 1985. 

（注 8) 図4のとおり，ルソン島というフィリピ

ンの中心となる島は NCRと地域 1~5からなる。

よって、地域 5は，都市部の 3つの地域と陸続きで

ある。また地域 1, 2も都市部の 3つの地域と陸続

きであるが，日常言語が非常に異なり，言語的距離

が大きいと考えられる。これに対して，地域 5にお

いては，地域 1, 2に比べ，都市部の 3つの地域の

言語がかなり普及している。さらに地域 6~8は，

陸路では都市部の 3つの地域に移動できなし％よっ

て，地域 5が，他地域に比べると言語的・地理的に

都市部の 3つの地域に特別に近いと考えるのは自然

である。

（注 9) Cole and Sanders. "Internal Migration 

▲ • ・’'は，いくつかの実地調査の結果に基づき，彼ら

の理論モデルにおいて，労働市場は，労働者の教育

水準によってフォーマルセクターとインフォーマル

セクターに完令に分断されていると仮定し，さらに

低い教育レベルの農村労働者は最初から都市のイン

フォーマルセクターを目指して都市への労働移動を

行うことを仮定している。また，中西『スラムの経

済学……』は，彼自身の行ったフィリピンのマニラ

のスラムでの実地調査の結果，農村都市間労働移動

ぱ多くの場合囀はじめからインフォーマルセクターを

目指していることを主張している。さらに，中込「発

展途上地域の……」もこの主張を支持し，フォーマ

9レセクターとインフォーマルセクターを分断された

ものとしてインフォーマルセクター内部の経済合理

性のモデル化を試みている。しかしながら，本論文

のモデルと実証結果は，農村労働者が都市への移動

においではじめから都市インフォーマルセクターを

目指すのは，労働市場の分断だけによるのではなく，

（フォーマルセクターの最低賃金労働者よりも幾倍に

も高い所得を得ている）インフォーマルセクターの

高所得事業家になる可能性に惹かれた経済合理的な

行動によるものであることをぷしている。なお，等

者は同じテータソースから｀各地域別のインフォー

マルセクター労働者の平均賃金を計算し．その格差

を労働移動の説明変数として加えてみたが，これは

有為とならず， ここからもインフォーマルセクター

の．特に高所得弔業家になる可能性が重要な要因て
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あることがわかる。

N まとめと今後の課題

本論文では，ハリス＝トダロモテルに，イン

フォーマルセクター内の高所得事業家の存在を

新たに導入することで，都市部フォーマルセク

ター賃金（最低賃金）が長期的に一定であるよ

うな経済においても，都市インフォーマルセク

ターの拡大が続く r:1J能性があることを示した。

このことは，都市インフォーマルセクターの持

続的拡大を，従来のフォーマルセクターのみに

起因したものとしてではなく，ィンフォーマル

セクター内部の特徴に起因するものとして説明

するもう一つのメカニズムを提ホしたことを意

味する。また，フィリピンのセンサスデータか

らも，都市インフォーマルセクターには，フォ

ーマルセクターの最低賃金よりも苫しく高い収

人を得ている高所得事業家が多数存在すること

が確認できた。さらに実証によって、農村労｛動

者は，都市のインフォーマルセクター高所得ポ

業家になる III能性を考慮して労働移動を行うこ

とを確かめた。

以ド，今後の課題と関連して，この研究の意

義について朽干，i及したい。以tの結果は，ぃ

ずれも発展途上国の経済の分析において、イン

フォーマルセクターを考慮することの重要性を

示しているともいえる。しかしなから多くの発

展途上国の実際の開発政策は， ＾般にインフォ

マルセクターを考慮することなくフォーマル

セクターの成長のみを目指したものが多いよう

である旧 l)。そして，しばしば政策策定者たち

は，インフォーマルセクターで就業するすべて

0)人々が低賃金で劣悪な労働環境にあり，また

生産性の低い人々（すなわち失業者と同じ）であ

ると考え，インフォーマルセクターを規制すべ

きもの， または強制的（時には暴力的）に排除

すべきものとして捉えているようである。すな

わち，彼らはインフォーマルセクターは経済全

体の発展に対して何の積極的な役割も持たない

と考えているのである。

インフォーマルセクターに対するこのような

肴支的な見方に対して，本論文において，筆者

が注目したのは，インフォーマルセクターにお

ける高所得事業家の存在とそうなる可能性であ

る。すなわち，インフォーマルセクターは，都

巾への新しい流入者に対して，成功の可能性を

持つ新規の事業機会を多数与える場として捉え

られている。また，ここで注意すべきことは，

実証分析でホしたように，農村労働者は，（開

発政策策定者たちと異なり）実際にインフォーマ

ルセクターをこのような場として捉えているこ

とである。これらのことは，ィンフォーマルセ

クターが経済全体の発展にとって積極的な重要

な役割を持つというもう一つの見方につながる

てあろう。この見方においては，ィンフォーマ

ルセクターを排除するかわりに，逆に支援する

こと（既存の規制，限界の撤廃）が重要となるで

あろう。例えば，インフォーマルセクターにお

ける新規小規模事業家がクレジットに容易にア

クセスできるような金融システムの構築，イン

フォーマルセクターからの参入を妨げる既存の

さまざまな流通部門の自由化，最低限の環境を

保障する基本的公共資本（例えは，竜気，水道、

下水守）の投資などである。しかしながら，こ

の経済全体の発展に対するインフォーマルセク

ターの積極的な役割やその動学的プロセスにつ

しふては，いまだ理論的分析はなされておらず，
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今後の軍要課題として残されている。

（注 1) ただし，例外として ILOは1971年ケニア

で実施したインフォーマルセクターの調査研究の報

告書 (International Labor Office, Employment, 

Incomes and Equality: A Strategy for Increasing 

Productive Employment in Kenya (Geneva: Inter-

national Labor Office, 1972)以来｀インフォーマル

セクターを雇用機会提供の場として積極的にみて，

インフォーマルセクターの研究を行っている。しか

しながら，インフォーマルセクターが経済全体の発

展に対して重要な役割を持つといったさらに積極的
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な見方はなされていないようである。

（横浜国立大学大学院国際開発研究科博七課程）

〔付記〕 本論文は，理論・計量経済学会1997年

度大会で報告された論文を一部手直ししたもので

ある。本論文の執筆にあたって，慶応義塾大学の

矢野誠教授には，内容全般にわたってご指導いた

だいたこと，また横浜国立大学経済学部の諸先生

方，上智大学の RogerDowney教授およびアジ

ア経済研究所の野上裕生氏から多くの有意義なコ

メントをいただいたことを感謝いたしますc
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